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 この「財政公表」は、府中市の財政が現在どのような状況にあり、また、どの

ように執行されているかをみなさんにお知らせするため、毎年２回（６月・１２

月）公表しているものです。 

 今回は、平成２７年度下半期（平成２７年１０月１日から平成２８年３月３１

日まで）の財政運営の状況と平成２８年度予算の状況をあわせてお知らせします。 
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Ⅰ 平成２７年度下半期財政運営の状況 

 

１ あらまし  
 平成２７年度の景気は、非製造業を中心に企業収益が改善傾向にあることや就

業者数が増加するなど、雇用・所得環境が改善していることなどから、緩やかな

回復基調が続いているとされています。 

このような状況の中、政府は、好調な企業収益を、投資の増加や賃上げ・雇用

環境の更なる改善等につなげ、地域や中小・小規模事業者も含めた経済の好循環

の更なる拡大が実現するよう、「経済財政運営と改革の基本方針２０１５」や「『日

本再興戦略』改定２０１５」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・しごと創生基

本方針２０１５」の着実な実行に努めてきました。 

平成２８年３月の月例経済報告では、今後の景気の動向について、「雇用・所

得環境の改善が続く中で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復に向かうこと

が期待される。」とする一方で、アジア新興国や資源国等の海外諸国における景

気の下振れが、我が国の景気を下押しするリスクであるともしています。 

 このような中、本市における平成２７年度下半期の歳入は、景気の回復傾向を

受け、市民税では給与所得や企業収益の増加により、個人・法人ともに増額とな

ったほか、固定資産税でも大規模企業の設備投資により償却資産が増額となりま

した。また、事業の実施にあたっては、国・都補助金を最大限に活用するととも

に、競走事業からの収益事業収入を増額するなど、財源の確保に努めました。 

 歳出面では、府中駅南口再開発事業の進捗状況に合わせ、市民活動拠点施設や

市政情報提供施設の整備事業費を減額し、府中駅南口地区市街地再開発事業費補

助金を増額したほか、庁舎建設基金や公共施設整備基金の積立金を増額しました。 

また、特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化事業を引き続き実施したほか、小

中学校の体育館・武道場の非構造部材の耐震化や生活困窮者自立支援法に基づく

各種施策を実施するなど、市民が安全・安心・元気に生活できるような行政サー

ビスの提供に努めました。 
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２ 収入支出の状況 

 

（１）一般会計 
 一般会計予算では、平成２７年９月３０日現在で９５３億５２８６万４千円

でしたが、平成２８年３月に補正予算第２号で６５億１５６３万５千円の増額

補正を、補正予算第３号で繰越明許費の追加補正をそれぞれ行い、予算総額は

１０１８億６８４９万９千円となりました。この額を、繰越明許費を含む前年

度一般会計最終予算現額と比較すると、９３億６２８６万５千円（１０．１％）

の増となっています。 

 補正予算第２号の歳入では、市税で２２億７８３５万１千円を増額しました。

また、配当割交付金で８１６２万４千円を減額し、地方譲与税で１３３６万３

千円、利子割交付金で５１２６万円、株式等譲渡所得割交付金で５６５５万３

千円、地方消費税交付金で４億１８３９万５千円、自動車取得税交付金で２６

５５万４千円をそれぞれ増額しました。 

 分担金及び負担金では、民生費負担金で３５５２万４千円を増額しました。 

 使用料及び手数料では、教育使用料で２８００万円を減額し、民生使用料で

５億４０８７万８千円を増額しました。 

 国庫支出金では、民生費国庫負担金で６億２０５０万９千円、教育費国庫負

担金で１６４５万円、総務費国庫補助金で１億３３１１万１千円、民生費国庫

補助金で１０９４万５千円、土木費国庫補助金で１９億２９０７万７千円をそ

れぞれ増額し、教育費国庫補助金で９１９１万６千円を減額しました。 

 都支出金では、民生費都負担金で２億１１７５万８千円、教育費都負担金で

１２６５万５千円、総務費都補助金で６４４２万円を増額し、民生費都補助金

で３億６７９０万３千円、土木費都補助金で２億５７９２万８千円などを減額

しました。 

 財産収入では、財産運用収入で３４２６万５千円を増額し、財産売払収入で 

３９５０万円を減額しました。 

 寄附金では、３２１５万７千円を増額しました。 

 繰入金では、特別会計繰入金で１７８７万３千円、基金繰入金で６億７５９

１万６千円をそれぞれ増額しました。 

 諸収入では、競走事業からの収益事業収入で２億６１００万円、雑入で１億

４１９６万８千円をそれぞれ増額しました。 

 市債では、教育債を増額し、総務債、土木債、消防債をそれぞれ減額したこ

とで、全体で１億３６６０万円を減額しました。 

 歳出の主な内容として、議会費では、議員活動費で３５４万４千円を減額し

ました。 

総務費では、庁舎建設基金への積立金で６億６００万円、庁舎新築事業費で
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５２７万６千円、電子計算業務の運営に係る経費で３４６４万円、地方創生の

推進に係る経費で５３２０万円、個人番号カードの交付に係る経費で３３５１

万９千円、文化センター整備事業費で２４６２万４千円などを増額し、職員給

与費等で２億４４００万円、市政情報提供施設整備事業費で９４１万５千円、

市民活動拠点施設整備事業費で３億２２２８万円などを減額しました。 

 民生費では、国民健康保険特別会計への繰出金で７８８６万６千円、障害児

通所給付費で２億１５２４万７千円、私立保育所振興費で１１億８６２６万９

千円、子ども医療費の助成で６４４４万９千円、生活保護費の各扶助費で２億

５０００万円などを増額し、臨時福祉給付金補助金で５６０４万円、私立保育

所入所運営費で６億５２４９万２千円、後期高齢者医療特別会計への繰出金で

１億５６０万１千円などを減額しました。 

 衛生費では、職員給与費等で６００万円、予防接種及び健康診査等に係る経

費で４０９０万円を減額するなどしました。 

 農林水産業費では、職員給与費等で２５０万円を増額しました。 

 商工費では、中小企業事業資金融資利子の助成で１０６９万９千円を減額し

ました。 

土木費では、府中駅南口券売機室移設費補助金で７１０万円、府中駅南口再

開発事業に係る経費で３３億２７９３万５千円などを増額し、特定緊急輸送道

路沿道建築物耐震改修費補助金で１億５３６４万５千円、インフラマネジメン

ト計画推進事業費で１８２４万２千円などを減額しました。 

 教育費では、馬場大門ケヤキ並木保護対策事業費で２９８６万３千円を増額

し、児童・生徒の就学援助に係る経費で２６００万円、小中学校の校舎等老朽

化対策事業費で１５３８万８千円、郷土の森博物館整備事業費で１５２４万円

などを減額しました。 

 公債費では、市債元金償還金で６６６万６千円を増額し、市債利子償還金３

３７４万９千円を減額しました。 

 諸支出金では、公共施設管理基金への積立金で５００万円、財政調整基金へ

の積立金で７００万円、公共施設整備基金への積立金で１９億８８００万円を

増額しました。 

 地方債については、都市計画事業債、消防施設整備事業債、義務教育施設整

備事業債、給食センター新築事業債の限度額を変更するとともに、市政情報提

供施設整備事業債、市民活動拠点施設整備事業債の限度額を廃止しています。 

 また、繰越明許費として、個人番号カードに係る情報セキュリティ強化対策

事業、地方創生加速化交付金対象の５事業、府中駅南口地区市街地再開発事業

を平成２８年度に繰り越すこととしています。 

 補正予算第３号では、繰越明許費として、府中駅南口券売機室移設補助事業

を追加しています。 
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 平成２８年３月３１日現在の平成２７年度一般会計歳入歳出予算の執行状況

は、図表１のとおりですが、歳入の収入率は９３．３％で、前年同期と比較して

２．９％の減となっています。歳出の執行率では、８３．１％で、前年同期と比

較して６．０％の減となっています。 

 

 

図表１ 平成２７年度一般会計歳入歳出予算執行状況 
 

（平成２８年３月３１日現在） 
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（２）特別会計 
 特別会計は、一般会計とは別に特定の事業を行うための会計で、平成２７年度

は、競走事業特別会計が公営企業会計へと移行したため、６つの特別会計となっ

ています。 

この６会計の予算総額は、平成２７年９月３０日現在で、５５６億５１７２万

円でしたが、平成２８年３月に、下水道事業特別会計を増額補正し、国民健康保

険特別会計、後期高齢者医療特別会計、公共用地特別会計をそれぞれ減額補正し、

総額５３９億５９１７万８千円となりました。 

これを前年度の特別会計最終予算現額の合計と比較しますと、１２８５億３６

３８万１千円（７０．４％）の減となっています。 

３月の各特別会計の補正の主な内容は、次のとおりです。 

国民健康保険特別会計では、保険給付費や共同事業拠出金の減などにより、歳

入歳出それぞれ２億９０３６万７千円を減額しました。 

後期高齢者医療特別会計では、後期高齢者医療広域連合納付金の減などにより、

歳入歳出それぞれ９１５４万４千円を減額しました。 

公共用地特別会計では、公共用地取得費の減により、歳入歳出それぞれ１５億

１５１１万５千円を減額しました。また、地方債では、道路用地取得事業債の限

度額を変更するとともに、庁舎建設用地取得事業債、義務教育施設用地取得事業

債の限度額を廃止しました。 

下水道事業特別会計では、下水道改築基金積立金の増などにより、歳入歳出そ

れぞれ２億４４８万４千円を増額しました。また、地方債では、下水道事業債の

限度額を変更しました。 
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図表２  平成２７年度各特別会計歳入歳出予算執行状況 
 

                                               （平成２８年３月３１日現在） 

 

※一時的に資金が不足している場合は、会計間で運用をしています。 

会計別 予算現額 収入済額 収入率（％） 支出済額 執行率（％）

国民健康保険 278億3511万5千円 255億7483万9千円 91.9 253億2950万5千円 91.0

後期高齢者医療 45億6377万円 44億2587万5千円 97.0 45億3621万3千円 99.4

介護保険 151億1414万4千円 143億969万9千円 94.7 133億2194万8千円 88.1

公共用地 22億1147万1千円 18億3157万1千円 82.8 18億7393万円 84.7

下水道事業 42億2537万2千円 37億855万円 87.8 31億9950万9千円 75.7

火災共済事業 930万6千円 429万4千円 46.1 378万8千円 40.7

合計 539億5917万8千円 498億5482万8千円 92.4 482億6489万3千円 89.4
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３ 市税収入の状況 
 

 市税は、市の行政を円滑に推進し、多くの市民要望に適切に対応するための重

要な財源となっています。 

 市税の中でも、市民税と固定資産税は全体の９０．４％を占めており、財政運

営を支え、健全な財政基盤を確立するために重要な役割を果たしています。 

 市税収入の状況をみますと、収入済額は５０８億３１３８万２千円で、１００．

８％の収入率となっています。これを前年同期と比較しますと、収入率は０．９％

の増で、収入済額では８億９４００万９千円（１．８％）の増となっています。 

 

 

 図表３ 平成２７年度市税収入の状況 
 
                                               (平成２８年３月３１日現在) 

種目別 予算現額 収入済額 収入率（％）

市民税 242億6628万1千円 247億89万4千円 101.8

固定資産税 213億3614万5千円 212億9261万5千円 99.8

都市計画税 32億228万3千円 31億9798万2千円 99.9

市たばこ税 14億8600万円 15億439万6千円 101.2

軽自動車税 1億3065万5千円 1億3549万5千円 103.7

入湯税 1千円 0円 0.0

合計 504億2136万5千円 508億3138万2千円 100.8
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４ 市債の状況  

 

 義務教育施設や道路、下水道などの公共施設の建設には、多額の経費が必要で

す。 

 このため、一時的に経費負担が集中することを避け、将来利用する市民の方々

にも応分の負担をしていただくように、国などから長期借入れを行い、財源の一

部としています。 

 平成２８年３月３１日現在の市債現在高は、４３４億９３４６万３千円となっ

ており、これを前年度同期と比較しますと２２億５９２６万５千円（４．９％）

の減で、その内訳は一般会計で２１億４２３０万５千円（５．２％）の減、下水

道事業特別会計で１億１６９６万円（２．４％）の減となっています。 

 市債現在高を人口、世帯当たりで見てみますと、市民一人当たりでは、１６万

９０２６円、一世帯当たりでは３５万６３７５円の借入額となります。また、元

金償還額に係る負担額は、市民一人当たり１万７９６円、一世帯当たり２万２７

６２円となっています。 

 

 

 図表４ 平成２７年度市債の会計別現在高の状況 
 

                                       (平成２８年３月３１日現在) 

区   分 現在高 構成率（％） 

一 般 会 計 388億2229万6千円 89.3 

  総務債 36億5914万5千円 8.4 

  民生債 5億4270万3千円 1.3 

  衛生債 5億595万8千円 1.2 

 商工債 3億369万6千円 0.7 

  土木債 82億7835万1千円 19.0 

  消防債 4億397万3千円 0.9 

  教育債 132億7885万1千円 30.5 

  減税補塡債 16億7761万4千円 3.9 

  臨時財政対策債 101億7200万5千円 23.4 

下水道事業会計 46億7116万7千円 10.7 

  下水道事業債 46億7116万7千円 10.7 

合   計 434億9346万3千円 100.0 
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 図表５ 平成２７年度市債償還額に対する市民負担額 
                                      

                      (平成２８年３月３１日現在) 

区   分 
償還額に対する市民負担額（円） 

一人当たり 世帯当たり 

一 般 会 計 10,189 21,483 

  総務債 479 1,011 

  民生債 256 541 

  衛生債 420 885 

  

商工債 91 191 

土木債 2,789 5,879 

  消防債 133 281 

  教育債 3,927 8,279 

  減税補塡債 478 1,009 

  臨時財政対策債 1,616 3,407 

下水道事業会計 607 1,279 

  下水道事業債 607 1,279 

合   計 10,796 22,762 

※ 一般会計には用地会計分を含みます。 

                     人 口 ２５７,３１８人   

                     世帯数 １２２,０４４世帯 
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Ⅱ 平成２８年度予算の状況 

 

１ 一般会計の状況 
平成２８年度予算は、第６次総合計画前期基本計画の折り返しの年度の予算と

なることから、これまでに取り組んできた施策や事業の進捗状況を踏まえ、総合

計画で定める重点プロジェクトや主要な事務事業が着実に推進するよう、選択と

集中の指向を明確にし、予算編成を行いました。また、行財政改革プランに掲げ

る取組については、着実に見直しを進めるとともに、事務事業点検や主管課外評

価で得た視点を類似事業にも適用することにより、持続可能な財政運営が推進で

きるよう努めました。 

 平成２８年度予算編成における歳入については、市税では税制改正の影響によ

り、法人市民税で減見込みとした一方、景気の回復傾向を反映し、個人市民税や

固定資産税で増見込みとしたことから、全体としては増加を見込むほか、競走事

業の売上げ増などにより、競走事業からの収益事業収入についても、増収を見込

んでいます。また、総合計画に掲げる各種事業を推進するための財源として、引

き続き、国・都支出金を十分に活用するとともに、事業債の借入れや基金計画に

基づく基金の繰入れなどを行います。 

歳出では、都市像である「みんなで創る 笑顔あふれる 住みよいまち」の実

現に向け、常に未来を見据え、誰もが安心して笑顔で過ごせるよう、公共施設・

インフラマネジメントの推進や交通インフラ・道路基盤の充実、健康長寿社会の

実現と夢と希望にあふれる次世代の育成などの市民生活の「安定」と「希望」に

関する施策、自然環境との調和を図りつつ、にぎわいの創出による地域経済の活

性化を目指し、府中の魅力をより一層高めるための事業の「変化」と「創造」に

関する施策、福祉や防災、子育て支援など地域におけるつながりや支え合う仕組

みを構築するための未来へつなげる「連携」と「協働」に関する施策の充実に努

めるとともに、行財政運営の効率化が図られるよう配慮しました。 

具体的には、市民生活の「安定」と「希望」に関する施策として、各種がん検

診の定員枠拡大や認知症高齢者の支援施策、私立認可保育所の施設整備補助事業

を実施、事業の「変化」と「創造」に関する施策として、公共施設のＷｉ－Ｆｉ

整備事業やふるさと寄附金推進事業、住民票の写しなどのコンビ二交付事業など

を実施、未来へつなげる「連携」と「協働」に関する施策として、地域福祉コー

ディネーター事業や地域における防災課題の解決を図る防災意識啓発事業など

を実施します。 

そのほか、府中駅南口地区再開発事業、庁舎建設事業、給食センター新築事業

などの大規模事業も引き続き進めていきます。 
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 この結果、一般会計の予算額は、１０１０億円で、前年度対比８．８％、８１

億５千万円の増額となっています。 

 

 図表６ 平成２８年度一般会計歳入歳出予算の状況 
 

【 歳 入 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 歳 出 】 
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２ 特別会計及び公営企業会計の状況 
 

 平成２８年度の特別会計は、６つの会計で構成しており、平成２８年度予算額

は合計で、５５５億３２６５万５千円で、前年度対比０．２％、９７１０万８千

円の増額となっています。 

 各会計の増減内訳としては後期高齢者医療特別会計で８０８８万７千円（１．

７％）、介護保険特別会計で９億３４９万６千円（６．１％）、火災共済事業特別

会計で３万円（０．３％）をそれぞれ増額し、国民健康保険特別会計で３億３２

８５万４千円（１．２％）、公共用地特別会計で４億４２１１万５千円（１１．

９％）、下水道事業特別会計で１億１２３３万６千円（２．８％）をそれぞれ減

額しています。 

 

 

 

 図表７ 平成２８年度各会計歳入歳出予算の状況 
 

 

 

平成２８年度 平成２７年度 伸率（％）

一般会計 1010億円 928億5000万円 8.8

特別会計 555億3265万5千円 554億3554万7千円 0.2

国民健康保険 279億1077万9千円 282億4363万3千円 △ 1.2

後期高齢者医療 47億3620万1千円 46億5531万4千円 1.7

介護保険 156億8331万6千円 147億7982万円 6.1

公共用地 32億8447万1千円 37億2658万6千円 △ 11.9

下水道事業 39億855万2千円 40億2088万8千円 △ 2.8

火災共済事業 933万6千円 930万6千円 0.3

1565億3265万5千円 1482億8554万7千円 5.6

公営企業会計 572億3942万8千円 566億3606万円 1.1

競走事業 572億3942万8千円 566億3606万円 1.1

区　　　　　　分

合計
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Ⅲ 附表 

 
１ 平成２７年度一般会計歳入予算の状況 

２ 平成２７年度一般会計歳出予算の状況 

３ 平成２７年度市税の状況 

４ 平成２７年度各会計歳入歳出予算の状況 

５ 平成２７年度市債の状況 

①借入先別市債現在高 

②会計別款別市債現在高 

６ 平成２８年度一般会計歳入予算の状況 

７ 平成２８年度一般会計歳出予算の状況 

８ 平成２８年度市税の状況 

９ 平成２８年度各会計歳入歳出予算の状況 
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１　平成２７年度  一般会計歳入予算の状況

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額 最終予算額 構成比 収入済額 構成比 収入率

27.9.30現在  (％）  (％）  (％）

05　市　　　　　  　税 48,143,014 2,278,351 50,421,365 49.5 50,831,382 53.5 100.8

10　地　方　譲　与　税 361,743 13,363 375,106 0.4 375,629 0.4 100.1

12　利 子 割 交 付 金 256,998 51,260 308,258 0.3 289,660 0.3 94.0

13　配当割交付金 522,420 -81,624 440,796 0.4 347,887 0.4 78.9

14　株式等譲渡所得割交付金 322,321 56,553 378,874 0.4 342,429 0.4 90.4

15  地方消費税交付金 5,704,364 418,395 6,122,759 6.0 6,125,438 6.4 100.0

17　自動車取得税交付金 142,208 26,554 168,762 0.2 168,762 0.2 100.0

20　国有提供施設等所在市町村

     助成交付金等 4,181 0 4,181 0.0 4,200 0.0 100.5

24  地方特例交付金 189,350 0 189,350 0.2 185,853 0.2 98.2

25　地　方　交　付　税 1 0 1 0.0 55,075 0.15,507,500.0

30　交通安全対策特別交付金 27,761 0 27,761 0.0 30,121 0.0 108.5

35　分担金及び負担金 709,407 35,524 744,931 0.7 676,946 0.7 90.9

40　使用料及び手数料 3,731,995 512,878 4,244,873 4.2 2,418,372 2.5 57.0

45　国 庫 支 出 金 18,569,025 2,618,176 21,187,201 20.8 17,766,217 18.7 83.9

50  都　支　出　金 11,006,992 -400,874 10,606,118 10.4 8,954,424 9.4 84.4

55　財　産　収　入 226,545 -5,235 221,310 0.2 244,380 0.3 110.4

60　寄　　附　　金 365,507 32,157 397,664 0.4 398,130 0.4 100.1

65　繰　　入　　金 584,130 693,789 1,277,919 1.3 1,252,640 1.3 98.0

70　繰　　越　　金 2,189,731 0 2,189,731 2.1 2,189,731 2.3 100.0

75　諸　　収　　入 903,471 402,968 1,306,439 1.3 1,146,558 1.2 87.8

80　市　　　　　債 1,391,700 -136,600 1,255,100 1.2 1,204,000 1.3 95.9

 　歳  　入  　合  　計 95,352,864 6,515,635 101,868,499 100.0 95,007,834 100.0 93.3

（平成28年3月31日現在）

区　　　　　　分
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２　平成２７年度　一般会計歳出予算の状況

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額  最終予算額 構成比 支出済額 構成比 執行率

27.9.30現在 及び予備費  (％）  (％）  (％）

05　議     会     費 569,622 -3,544 566,078 0.5 559,614 0.7 98.9

10　総     務     費　 9,213,433 115,387 9,328,820 9.2 7,483,067 8.8 80.2

15　民     生     費 46,880,251 1,362,101 48,242,352 47.3 44,635,344 52.7 92.5

20　衛     生     費 6,703,219 -43,559 6,659,660 6.5 6,123,422 7.2 91.9

25　労     働     費 70,105 0 70,105 0.1 68,624 0.1 97.9

30　農 林 水 産 業 費 148,174 2,500 150,674 0.1 117,647 0.1 78.1

35　商     工     費 542,105 -10,699 531,406 0.5 444,180 0.5 83.6

40　土     木     費 10,948,109 3,197,924 14,146,033 13.9 5,099,093 6.0 36.0

45　消     防     費 2,941,306 0 2,941,306 2.9 2,856,985 3.4 97.1

50　教     育     費 11,346,419 -77,392 11,269,027 11.1 9,407,104 11.1 83.5

55  公     債     費 4,469,121 -27,083 4,442,038 4.4 4,440,976 5.3 99.9

60　諸   支   出   金 1,421,000 2,000,000 3,421,000 3.4 3,421,000 4.1 100.0

65　予     備     費 100,000 0 100,000 0.1 0 0.0 0.0

歳  　出  　合  　計 95,352,864 6,515,635 101,868,499 100.0 84,657,056 100.0 83.1

（平成28年3月31日現在）

区　　　　　　分
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３　平成２７年度  市税の状況 

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額 最終予算額 調  定  額 収入済額 収　入　率（％）

27.9.30現在 予算対比 収入歩合

市      民      税 22,172,900 2,093,381 24,266,281 25,620,739 24,700,894 101.8 96.4

固  定  資  産  税 21,241,309 94,836 21,336,145 21,826,140 21,292,615 99.8 97.6

軽  自  動  車  税 130,655 0 130,655 146,186 135,495 103.7 92.7

市 た ば こ 税 1,395,969 90,031 1,486,000 1,504,396 1,504,396 101.2 100.0

入　湯　税 1 0 1 0 0 0.0 0.0

都  市  計  画  税 3,202,180 103 3,202,283 3,293,482 3,197,982 99.9 97.1

     市  税  合  計 48,143,014 2,278,351 50,421,365 52,390,943 50,831,382 100.8 97.0

（平成28年3月31日現在）

区　　　　　　分
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４　平成２７年度　各会計歳入歳出予算の状況

 （単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額 最終予算現額 収入済額 収　入  率 支出済額 執  行  率

27.9.30現在  (％）  (％）

一  般  会  計 95,352,864 6,515,635 101,868,499 95,007,834 93.3 84,657,056 83.1

特  別  会  計 55,651,720 -1,692,542 53,959,178 49,854,828 92.4 48,264,893 89.4

国  民  健  康  保　険 28,125,482 -290,367 27,835,115 25,574,839 91.9 25,329,505 91.0

後 期 高 齢 者 医 療 4,655,314 -91,544 4,563,770 4,425,875 97.0 4,536,213 99.4

介　　護　　保　　険 15,114,144 0 15,114,144 14,309,699 94.7 13,321,948 88.1

公    共    用  　地 3,726,586 -1,515,115 2,211,471 1,831,571 82.8 1,873,930 84.7

下   水   道   事   業 4,020,888 204,484 4,225,372 3,708,550 87.8 3,199,509 75.7

火  災  共  済  事  業 9,306 0 9,306 4,294 46.1 3,788 40.7

合         計 151,004,584 4,823,093 155,827,677 144,862,662 93.0 132,921,949 85.3

（平成28年3月31日現在）

区　　　　　　分
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５　平成２７年度　市債の状況

(借入先別市債現在高） （単位：千円）

借  入  先  一般会計 下水道事業特別会計 合      計

財　　務　　省 13,265,337 1,790,533 15,055,870

旧日本郵政公社 2,991,127 184,965 3,176,092

東  　京  　都 19,357,294 2,333 19,359,627

全国市有物件災害共済組合 64,236 64,236

東京都区市町村振興協会 1,430,826 1,430,826

地方公共団体金融機構 26,192 2,693,336 2,719,528

市　中　銀　行 1,687,284 1,687,284

 　　合　　　　計 38,822,296 4,671,167 43,493,463

　　※一般会計には用地会計分を含みます。

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高 構成比
H27.9.30 27.10.1～28.3.31 27.10.1～28.3.31 H28.3.31 (%)

財　　務　　省 15,924,969 869,099 15,055,870 34.6

旧日本郵政公社 3,478,694 302,602 3,176,092 7.3

東  　京  　都 19,136,476 1,455,000 1,231,849 19,359,627 44.5

全国市有物件災害共済組合 73,382 9,146 64,236 0.1

東京都区市町村振興協会 1,545,031 114,205 1,430,826 3.3

地方公共団体金融機構 2,802,270 82,742 2,719,528 6.3

市　中　銀　行 1,855,575 168,291 1,687,284 3.9

 　　合　　　　計 44,816,397 1,455,000 2,777,934 43,493,463 100.0

（平成28年3月31日現在）

借  入  先
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(会計別款別市債現在高） （単位：千円）

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高

H27.9.30 27.10.1～28.3.31 27.10.1～28.3.31 H28.3.31 １人当たり 世帯当たり

一 般 会 計 39,989,167 1,455,000 2,621,871 38,822,296 10,189 21,483

総務債 3,767,498 15,000 123,353 3,659,145 479 1,011

民生債 608,705 0 66,002 542,703 255 541

衛生債 613,912 0 107,954 505,958 420 885

商工債 327,069 0 23,373 303,696 91 191

土木債 8,217,912 778,000 717,561 8,278,351 2,789 5,879

消防債 438,266 0 34,293 403,973 133 281

教育債 13,627,246 662,000 1,010,395 13,278,851 3,927 8,279

減税補塡債 1,800,747 0 123,133 1,677,614 478 1,009

臨時財政対策債 10,587,812 0 415,807 10,172,005 1,616 3,407

下水道事業会計 4,827,230 0 156,063 4,671,167 607 1,279

下水道事業債 4,827,230 0 156,063 4,671,167 607 1,279

   合　　計 44,816,397 1,455,000 2,777,934 43,493,463 10,796 22,762
※一般会計には用地会計分を含みます。

区     分
償還額に対する市民負担額(円)

（平成28年3月31日現在）
人  口　257,318人  

世帯数　122,044世帯
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６　平成２８年度　一般会計歳入予算の状況

        （単位：千円）

平 成 ２８ 年 度 平 成 ２７ 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　額 伸率（％）

05　市              税 48,549,466 48.1 48,143,014 51.9 406,452 0.8

10  地 方 譲 与 税 376,058 0.4 361,743 0.4 14,315 4.0

12  利 子 割 交 付 金 115,218 0.1 256,998 0.3 -141,780 -55.2

13  配 当 割 交 付 金 632,297 0.6 522,420 0.6 109,877 21.0

14  株式等譲渡所得割交付金 374,058 0.4 322,321 0.3 51,737 16.1

15  地方消費税交付金 5,612,896 5.5 5,704,364 6.1 -91,468 -1.6

17　自動車取得税交付金 180,600 0.2 142,208 0.2 38,392 27.0

20　国有提供施設等所在市町村

     助成交付金等 4,200 0.0 4,181 0.0 19 0.5

24　地方特例交付金 185,853 0.2 189,350 0.2 -3,497 -1.8

25　地  方  交  付  税 1 0.0 1 0.0 0 0.0

30　交通安全対策特別交付金 29,772 0.0 27,761 0.0 2,011 7.2

35　分担金及び負担金 827,668 0.8 709,407 0.8 118,261 16.7

40　使用料及び手数料 4,067,272 4.0 3,731,993 4.0 335,279 9.0

45　国  庫  支  出  金 17,909,956 17.7 17,569,135 18.9 340,821 1.9

50　都   支   出   金 11,471,212 11.4 10,757,843 11.6 713,369 6.6

55　財   産   収   入 218,323 0.2 226,545 0.2 -8,222 -3.6

60　寄      附      金 394,468 0.4 365,507 0.4 28,961 7.9

65　繰      入      金 2,262,705 2.2 502,121 0.5 1,760,584 350.6

70　繰      越      金 1,100,000 1.1 1,100,000 1.2 0 0.0

75　諸      収      入 1,375,977 1.4 903,388 1.0 472,589 52.3

80　市              債 5,312,000 5.3 1,309,700 1.4 4,002,300 305.6

     歳   入   合   計 101,000,000 100.0 92,850,000 100.0 8,150,000 8.8

区　　　　　　　分
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７　平成２８年度  一般会計歳出予算の状況

（単位：千円）

平 成 ２８ 年 度 平 成 ２７ 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　額 伸率（％）

05　議    会    費 554,335 0.6 569,622 0.6 -15,287 -2.7

10　総    務    費 8,705,999 8.6 8,969,319 9.7 -263,320 -2.9

15　民    生    費 49,611,690 49.1 46,707,034 50.3 2,904,656 6.2

20　衛    生    費 6,437,743 6.4 6,698,532 7.2 -260,789 -3.9

25　労    働    費 70,958 0.1 70,105 0.1 853 1.2

30　農林水産業費 132,278 0.1 111,837 0.1 20,441 18.3

35　商    工    費 411,583 0.4 403,971 0.4 7,612 1.9

40　土    木    費 9,320,078 9.2 9,282,913 10.0 37,165 0.4

45　消    防    費 2,925,915 2.9 2,936,956 3.2 -11,041 -0.4

50　教    育    費 16,611,425 16.4 11,353,590 12.2 5,257,835 46.3

55　公    債    費 4,292,996 4.3 4,469,121 4.8 -176,125 -3.9

60　諸  支  出  金 1,825,000 1.8 1,177,000 1.3 648,000 55.1

65　予    備    費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

歳   出   合   計 101,000,000 100.0 92,850,000 100.0 8,150,000 8.8

区　　　　　　　分
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８　平成２８年度  市税の状況

（単位：千円）

平 成 ２８ 年 度 平 成 ２７ 年 度

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　　額 伸率（％）

市    民    税 22,157,056 45.6 22,172,900 46.1 -15,844 -0.1

固 定 資 産 税 21,548,363 44.4 21,241,309 44.1 307,054 1.4

軽 自 動 車 税 161,838 0.3 130,655 0.3 31,183 23.9

市 た ば こ 税 1,444,956 3.0 1,395,969 2.9 48,987 3.5

入　　湯　　税 1 0.0 1 0.0 0 0.0

都 市 計 画 税 3,237,252 6.7 3,202,180 6.6 35,072 1.1

 市 税 合 計 48,549,466 100.0 48,143,014 100.0 406,452 0.8

比  較  増  減
区      分
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９　平成２８年度　各会計歳入歳出予算の状況

        （単位：千円）

平 成 ２８ 年 度 平 成 ２７ 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　　額 伸率（％）

一  般  会  計 101,000,000 64.5 92,850,000 62.6 8,150,000 8.8

特  別  会  計 55,532,655 35.5 55,435,547 37.4 97,108 0.2

国 民 健 康 保 険 27,910,779 17.9 28,243,633 19.1 -332,854 -1.2

後 期 高 齢 者 医 療 4,736,201 3.0 4,655,314 3.1 80,887 1.7

介 護 保 険 15,683,316 10.0 14,779,820 10.0 903,496 6.1

公 共 用 地 3,284,471 2.1 3,726,586 2.5 -442,115 -11.9

下 水 道 事 業 3,908,552 2.5 4,020,888 2.7 -112,336 -2.8

火 災 共 済 事 業 9,336 0.0 9,306 0.0 30 0.3

合    計 156,532,655 100.0 148,285,547 100.0 8,247,108 5.6

平 成 ２８ 年 度 平 成 ２７ 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　　額 伸率（％）

公　営　企　業　会　計 57,239,428 100.0 56,636,060 100.0 603,368 1.1

競 走 事 業 57,239,428 100.0 56,636,060 100.0 603,368 1.1

区　　　　　　分

区　　　　　　分
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